
森本市議の質問の概要 執行部の答弁の概要

井原市民病院には身障者用駐車スペースが３
台分ありますが不足しているので増設しては
どうですか。

正面玄関や横断歩道にも近い場所に３台分の
駐車場を設けたい。すでに業者さんに見積も
りを取っており、早々に整備します。

県が「教師業務アシスタント」を市内の一校
に配置するのを機会に、市内全校に「学校校
務員」の配置をしてはどうですか。

学校校務員を市として全校に配置する考えはあり
ませんが、教師多忙感解消と教職員の子どもと向
き合う時間を確保するため、校務支援システム導
入を視野に入れ、来年度「教育ネットワークシス
テム」の構築のための予算をお願いしており、業
務の簡素化を図っていきたい。

文部科学省が、公立小中学校の統廃合の適否
を「速やかに検討する必要がある」としてい
ます。市教委はどう考えていますか。

学校はそれぞれの地域の中で地域とともにあ
るものと考えます。現在は統廃合について検
討することは考えておりません。

日本共産党森本ふみお後援会事務所

井原市木之子町２７２１－２３

TEL62-6061 FAX62-6081
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この「後援会ニュース」は、森本ふみお市議の
ブログ（http://m.okajcp.com）でも見ることができます。

後援会ニュース

井原市政に対するご意見・ご要望をお寄せください

井原市議会平成２７年６月定例会の開会予定日は６月１５日（月)です。皆様の井

原市政に対するご意見・ご要望をお近くの党員か下記の電話・FAXにお気軽にお寄

せください。皆様のご意見・ご要望が１つでも多く実現するよう、引き続き奮闘し

たいと考えています。

日本共産党後援会事務所 TEL６２－６２００ FAX ６２－６２０９

森本ふみお宅 TEL６２－６０６１ FAX ６２－６０８１

森本市議が市民をはじめ学校関係者の要
望として市議会で根気よく質問を繰り返し
ていた「小・中学校の普通教室にエアコン

の設置をしていただきたい」ということがいよいよ実現します。
まず、今年の夏には改築計画のある井原中学校を除く市内４中学校に設置されます。

中学校別の設置教室数は、高屋２３、木之子２３、芳井２０、美星１９で合計８５教室
です。設置予算は１億５,８００万円が計上されています。

２８年度は、高屋、大江、稲倉、県主、木之子、荏原、西江原、青野の８小学校に設
置する計画で、２７年度予算で設置するための設置準備予算も６９０万円計上されてい
ます。

今夏 中学校にエアコン設置

森本市議は２月議会で６項目の質問をしました。その中で早速実現するこ
とがはっきりした市民病院の身障者用駐車スペースの増設のことや、今後改
善・充実されるだろうというものがありました。つぎにお知らせします。



ご意見・ご要望および情報をお気軽にお聞かせください。

森本ふみお後援会ニュースＮｏ１４５ ２０１５年(平成２７年)３月２０日

日本共産党はこう考えます
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「 主 張 」 よ り

東日本大震災４年

生活取り戻すまで続く支援を

亡くなった方と行方不明者が１万８５００人にのぼり、岩手、宮城、福島の３県を中心に、東日本に
甚大な被害をもたらした２０１１年の東日本大震災から１１日で丸４年を迎えます。いまだに避難生活
を続ける人は２３万人近くに達し、震災が原因になった「関連死」も３０００人を突破しました。被災
した東京電力福島第１原発が重大事故を起こした福島県では、事故収束のめども立たず、１２万人が県
内外で避難生活を送っています。住民はいまも生活と生業（なりわい）を取り戻せていません。すべて
の住民が生活を再建できるまで公的支援を続けることが重要です。

遅れる復興、新たな困難

被災地ではいま、国や自治体が進めてきた復興事業が大幅に立ち遅れ、新たな困難が次々と被災者の
もとに押し寄せています。

いまだに８万人を超す被災者が暮らすプレハブ造りの仮設住宅では、冬は寒く夏は暑いなどの問題に
加え、老朽化とカビなどの発生で、いよいよ暮らせる環境ではなくなっています。もともとこれほど長
い期間暮らすはずの施設ではありませんでした。

仮設を出た被災者は災害公営住宅（復興住宅）に入居するか自力で住宅を再建す
るかですが、復興住宅の建設も高台での宅地造成も大幅に遅れています。長引く避
難に再建をあきらめ、住み慣れた土地を離れる人も相次いでいます。

水産関係者や地場産業の努力で農業や水産業の再建は始まっていますが、避難の
長期化と人口流出が生業の再建を妨げています。新しい町並みも人出はまばらです。

原発事故の被害が収束どころか拡大している福島では、先の見通しのない避難生
活に被災者の心は打ちのめされています。飛散した放射性廃棄物を取り除く除染も
被災者の不安を取り除くにはいたらず、避難区域の縮小や賠償の打ち切りを急いで
いるとしかいえない政府と東電の姿勢が、被災者の批判と怒りを呼んでいます。

最近の会計検査院の報告は、復興事業の遅れの大きな原因が、用地取得の困難、資材価格高騰や人手
不足にあると指摘しました。消費税増税や「アベノミクス」による物価上昇などが被災者に追い打ちを
かけているのは明らかです。

安倍晋三政権は１５年度までの５年間を「集中復興期間」とし、「復興加速」を繰り返してきました。
しかし、実態の合わなくなった計画を押し付けたり、「集中復興期間」が終われば支援を打ち切ったり、
縮小したりするなどというのは論外です。被災者の生活再建まで公的支援は強めこそすれ、打ち切るべ
きではありません。

支援は国の責任・義務

日本国憲法は１３条で、「生命、自由及び幸福追求に対する国民の権利」は、「国政の上で、最大の
尊重を必要とする」と定め、２５条で、「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を
有する」と、生存権を保障しています。国際社会でも、「国内避難民を保護し、かつ、国内避難民に援
助を与える第一義的な義務と責任は国家当局にある」ことが当然の原則となって確立されています。

日本共産党は被災者が生活と生業を取り戻すまで公的支援を続けることを大原則にすべきだと求めて
きました。生活再建支援法の抜本改正を求め、被災者が笑顔を取り戻す日まで力を尽くします。
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